個人の大衆性が弁証法的議論に及ぼす影響に関する実験検討 by 羽鳥, 剛史 et al.
Title個人の大衆性が弁証法的議論に及ぼす影響に関する実験検討
Author(s)羽鳥, 剛史; 小松, 佳弘; 藤井, 聡









                                                                   








This study was aimed to examine the impacts of vulgarity of the masses, the concept discussed 
by Ortega, on dialectic discussion. We predicted that dialectic discussion tends not to be 
conducted when the mass man takes part in the discussion. To test this hypothesis, we 
implemented an experiment that targeted university students. Participants were asked to respond 
to questionnaires proposed in the previous study for measuring the vulgarity of the masses on the 
basis of Ortega’s theory. They were then asked to take part in discussion over a social issue by 
pairwise coupling. The result suggested that the masses tend not to discuss with the opponent 
cooperatively and are more likely to switch focuses of argument in presence of opponent’s 
opposite opinion. Furthermore, it was found that the masses tend not to change their attitude 
through discussion. The results revealed evidence in support of the present hypothesis that 







綜合（合，Synthesis）の 3 段階から構成される（Hegel, 1812-1816; 1817）。すなわち，弁証法とは，ある命
題が措定され，次にその命題を否定する別の命題である反命題が措定され，そして，この両者の矛盾関
係を統一した命題である綜合を見出すための方法論を指す。ここで，綜合は，命題と反命題とは異なる新
























                                                        
*1なお，論理学や議論学（argumentation theory）の分野において，現実の議論の望ましさやそこで議論参加者が陥り得
る種々の誤謬を評価・分析するための規範理論として，いくつかの弁証法的議論の理念モデルが提案されている（e.g., 





















論が行われない問題も報告されているところである（e.g., 羽鳥・小松・藤井, 2008a; 脇田, 2002）。 




















































































上での Ortega の大衆論の含意を探ることが本稿の狙いである。 
 
2 方法 






2.1  事前調査 
この調査の目的は，まず第一に，議論実験の参加者を選定するため，その選定の基準となる大衆性尺
度の得点を測ることである。第二に，予め用意したいくつかの議論テーマに対する賛否意識を測り，議論
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実験における議題を選定する際の参考情報を得ることである。そして，第三に，議論に関連する既往の
心理尺度と大衆性の関係を探索的に検討することである。 
(1)	 調査対象者	 この調査は，2008 年 11 月 20 日に実施した。東京工業大学の学生及び大学院生








の是非）の合計 10 個の社会問題を取り上げた*4。各テーマの説明文はそれぞれ 200 文字～400 文字で




                                                        
*4 これらのテーマは，実験の対象となる大学生が関心を持ち，且つ大学生の賛否意識が分かれそうな問題であることを
基準として選定した。公共事業に関わる問題については，2008 年 4 月～10 月の間に新聞全国紙上で取り上げられた
















Figure 1 実験手続の概要 
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法で回答を要請した。ただし，「○○」には各テーマのタイトルが記載されている。 
(3)	 大衆性に関する項目	 羽鳥他(2008b)で作成された，大衆性尺度 19 項目（Table 1）に対して，
「全くあてはまらない」から「とてもあてはまる」の 7 件法で回答を要請した。「傲慢性」尺度については対応
する 12 項目の加算平均から，「自己閉塞性」尺度については対応する 7 項目のそれぞれを反転した上で
求められる加算平均から，それぞれの尺度を構成した。また，傲慢性と自己閉塞性を併せた全 19 項目の
加算平均から「大衆性」尺度を構成した。それぞれの尺度の信頼性係数は，「傲慢性」については α = .62，




的思考への自覚（13 項目）」「探究心（10 項目）」「客観性（7 項目）」「証拠の重視（3 項目）」の 4 つの下位
尺度から構成されている。Table 2 に示す 33 項目に対して，「全く当てはまらない」から「非常に当てはま
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2.2  議論実験 
(1)	 実験参加者	 事前調査の対象者の中から，大衆性尺度の得点が上位 1/6 と下位 1/6 に該当する
者を選定し，実験への参加を依頼したところ，合計 9 名（上位 1/6: 5 名，下位 1/6: 4 名）の実験参加者か
らの協力を得た。実験参加者は全て男性であり，その平均年齢は 21.4 歳（標準偏差 2.10 歳，最小年齢
19 歳，最大年齢 25 歳）であった。以下では，大衆性尺度得点が上位 1/6 の参加者を「大衆」，下位 1/6
の参加者を「非大衆」と呼ぶこととする。 
実験参加者には，2 人一組で議論を 20 分間，計 3 回（1 名のみ 4 回*5）行ってもらった。その際，実験
参加者は毎回異なる相手と議論を行うように，実験参加者の組み合わせを設定した。実験は，大衆同士
（以下，「mm」と表記：5 回），非大衆同士（以下，「nn」と表記：4 回），大衆－非大衆間（以下「mn」と表記：
5 回）の 3 つの議論タイプで実施した。また，議論のテーマは，事前調査で取り上げたテーマの中から，実
                                                        
*5議論の組み合わせの関係により，非大衆一名のみ 4 回議論実験に参加してもらった。 
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験参加者の賛否が分かれたテーマを選定した。なお，実験参加者は毎回異なるテーマで議論を行うこと
とした。 

















3.1  大衆性と議論関連尺度の相関分析 
大衆性を構成する 2 尺度と批判的思考態度及び議論への態度との相関分析を行った。その結果を




思考への探究心 -.135 -.529 **
客観性 -.372 ** -.251 *
証拠の重視 -.109 .042
議論への態度
議論性 -.126 -.316 **
ディベート性 .085 -.137
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まず，批判的思考態度については，傲慢性と客観性，自己閉塞性と客観性及び思考への探求心との
間に有意に負の相関が認められた(Table 3)。一方，論理的思考への自覚と証拠の重視については，大





位 1/6，高大衆群(2):得点上位 1/3，低大衆群(1):得点下位 1/6，低大衆群(2):得点下位 1/3)，群ごとに議
論性とディベート性間の相関分析を行った。その結果を Table 4 に示す。この表に示すように，高大衆群
(得点上位 1/6，得点上位 1/3)においては，いずれも相関係数が有意に正となり，特に上位 1/3 に比べて
上位 1/6 の方が高い相関を示した。一方，低大衆群(得点下位 1/3，得点下位 1/6)においては，議論とデ
ィベート間に有意な相関は見られず，高大衆群に比べて相関係数は小さい値を示した。 





Table 4 大衆性高低群ごとの議論性とディベート性との相関係数 
 
N M SD
高大衆群(1) (上位1/6) 16 4.04 0.19 .499 *
高大衆群(2) (上位1/3) 34 3.82 0.26 .430 *
低大衆群(2) (下位1/3) 33 2.58 0.34 .267
低大衆群(1) (下位1/6) 17 2.36 0.34 .113
*p  < .05
r
N :サンプル数，M :平均，SD:標準偏差，r :議論性とディベート性の相関係数
大衆性尺度
 








































なした上で，再度一致率 κ を求めたところ，平均 M =.85 と高い値となった。この様に，本研究のコーディ
ングは，議論実験における葛藤的発話や協調的発話，及び，意見・説明に関する発話状況について，信
頼性の高い判定が出来ているものと考えられる。 
3.3  発話内容の定量的分析 
各議論タイプにおける総発話数，総発話量，発話一回当たりの発話量，及び各発話コードの頻度を比
較した結果を Table 6 に示す。ここで，総発話量は書き起こしデータの発話文字数の総計を表している。
Table 6 議論タイプごとの発話傾向 
 議論参加者 議論タイプ  総発話数 総発話量 発話一回当たりの発話量 葛藤的発話
協調的
発話
質問 同意 意見 説明
大衆 mm (N=10) 平均値 25.60 2366.90 104.01 1.80 3.00 2.40 3.10 8.20 4.90
mass 標準偏差 11.79 565.38 39.45 1.03 2.36 1.84 3.38 3.94 3.90
mn (N=5) 平均値 24.60 2537.00 110.82 3.40 2.40 2.20 4.80 4.60 4.60
標準偏差 9.02 383.62 42.42 2.30 2.07 1.79 3.35 1.95 0.55
合計 (N=15) 平均値 25.27 2423.60 106.28 2.33 2.80 2.33 3.67 7.00 4.80
標準偏差 10.62 504.41 39.06 1.68 2.21 1.76 3.35 3.76 3.14
非大衆 nn (N=8) 平均値 44.00 2409.38 54.89 4.63 6.13 7.00 4.63 8.13 8.50
non-mass 標準偏差 9.02 952.35 14.11 3.29 3.72 4.72 2.20 3.36 5.76
mn (N=5) 平均値 27.00 2732.00 118.32 4.00 4.60 2.80 2.40 6.60 4.80
標準偏差 10.25 1039.76 72.50 3.54 2.30 3.42 2.79 2.88 3.77
合計 (N=13) 平均値 37.46 2533.46 79.29 4.31 5.46 5.38 3.77 7.69 7.15
標準偏差 12.51 957.14 53.85 3.30 3.18 4.63 2.59 3.25 5.19
合計 mm (N=10) 平均値 25.60 2366.90 104.01 1.80 3.00 2.40 3.10 8.20 4.90
標準偏差 11.79 565.38 39.45 1.03 2.36 1.84 3.38 3.94 3.90
mn (N=10) 平均値 25.80 2634.50 114.57 3.70 3.50 2.50 3.60 5.60 4.70
標準偏差 9.19 745.96 56.14 2.83 2.37 2.59 3.17 2.55 2.54
nn (N=8) 平均値 44.00 2409.38 54.89 4.63 6.13 7.00 4.63 8.13 8.50
標準偏差 9.02 952.35 14.11 3.29 3.72 4.72 2.20 3.36 5.76
合計 (N=28) 平均値 30.93 2474.61 93.75 3.25 4.04 3.75 3.71 7.32 5.89
標準偏差 12.90 736.35 47.62 2.70 2.97 3.68 2.97 3.49 4.31
mm:大衆同士の議論　mn:大衆－非大衆間の議論　nn:非大衆同士の議論  







(1)	 発話数と発話量  まず，総発話数について，非大衆同士の議論(nn)の方が，大衆同士の議論
(mm)と大衆－非大衆間の議論(mn)よりも，その平均回数が多い傾向が確認された(Table 6)。3 つの議論
タイプ間の一要因分散分析を行った結果，有意な差が示された(F(2, 25)=8.70，p=.001)。次に，3 つの議

























(2)	 葛藤的発話と協調的発話  葛藤的発話数と協調的発話数のいずれも，非大衆同士の議論
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(nn)において，大衆同士の議論(mm)と大衆－非大衆間の議論(mn)よりも，その平均回数が多い傾向が
見られた(Table 6)。3 つの議論タイプ間の一要因分散分析を行った結果，議論タイプ間の差異が有意傾
向となった(葛藤的発話数について F(2, 25)=2.78, p=.082，協調的発話数について F(2, 25)=2.71, 
p=.086)。3 つの議論タイプの中で，相異なる 2 つのタイプの間で葛藤的発話数と協調的発話数を比較し
た結果（t 検定），非大衆同士の議論(nn)と大衆同士の議論(mm)の間で，前者の方が後者よりも，葛藤的
発話数(t=2.33, d.f.=16, p=.034)と協調的発話数(t=1.95, d.f.=16, p=.069)が多い傾向が示された。また，大
衆－非大衆間の議論(mn)と大衆同士の議論(mm)の間で，前者の方が後者よりも，葛藤的発話数が多い
傾向が認められた(t=1.94, d.f.=11.04, p=.079)。 
 その他の発話コードに関しては，質問の発話数について，議論タイプ間で有意な差異が確認された
(F(2, 25)=5.30, p=.012)。相異なる議論タイプ間で質問の発話数を比較すると（t 検定），非大衆同士の議





3.4  対立場面の定性的分析 
次に，議論中の対立場面の内容に関して定性的な検討を行った。ここで，相手の発言に対する葛藤的
発話が出されてからその話題が変わるまでの一連の議論を，対立場面と定義している。本実験において
対立場面は全部で 37 場面見られた。本研究では，これらの対立場面を発話機能の分類に従って Table 7
に示す 8 パターンに分類した。	 
3 つの議論タイプごとの各パターンの出現数を Table 8 に示す。この表に示すように，大衆同士の議論
(mm)では，葛藤的発話が為された後，沈黙や別の話題に移行するパターン 1 やパターン 2 が全体の半
数以上(63.7%)を占めていた。また，大衆－非大衆間の議論(mn)においても，パターン 1 とパターン 2 が
Table 7 対立場面における議論パターン 

























パターン8 その他 3  
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比較的多く見られた(31.3%)。また，大衆－非大衆間の議論(mn)では，葛藤的発話が為された後，同意
や協調的発話が為されないまま議論が続けられるパターン 6 が比較的多く見られた(18.8%)。一方，非大
衆同士の議論(nn)においては，パターン 1 とパターン 2 に分類される対立場面は全く見られなかった。こ
の議論タイプでも，パターン 6 が一部見られたものの，対立場面の半分以上が，葛藤的発話が為された
後，同意や協調的発話を含む議論が続けられるパターン 5 に分類された(60%)。 
3.5  意見変化の比較 
事前調査時点と議論終了後の事後調査時点における各テーマについての賛否意見の変化を議論タ





Table 8 議論タイプごとの対立場面の出現数 
 
度数 割合(%) 度数 割合(%) 度数 割合(%)
パターン1 5 45.5 4 25.0 0 0.0
パターン2 2 18.2 1 6.3 0 0.0
パターン3 0 0.0 1 6.3 2 20.0
パターン4 1 9.1 1 6.3 0 0.0
パターン5 2 18.2 2 12.5 6 60.0
パターン6 0 0.0 3 18.8 1 10.0
パターン7 0 0.0 2 12.5 1 10.0
パターン8 1 9.1 2 12.5 0 0.0





Table 9 議論タイプごとの議論前後の意見変化量 
 議論参加者 議論タイプ N M SD
大衆 mm 10 0.80 0.79
mass mn 5 1.00 0.71
合計 15 0.87 0.74
非大衆 nn 8 2.13 1.64
non-mass mn 5 0.80 0.84
合計 13 1.62 1.50
合計 mm 10 0.80 0.79
mn 10 0.90 0.74
nn 8 2.13 1.64
合計 28 1.21 1.20
mm:大衆同士の議論　mn:大衆－非大衆間の議論　nn:非大衆同士の議論  
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加者と大衆同士の議論参加者との間でも，その意見変化の差異に関して有意傾向(p<.1)が確認された。 
4 考察 
4.1  大衆性と議論関連尺度との関係について 











る限り行われていないが，両者を関連するものとして議論している研究も見られる（c.f., Eemeren & 












(2)	 議論への態度との関連について  自己閉塞性は議論性に対して有意に負の相関を示したが，
この結果は，自己閉塞性の高い個人ほど，他者と議論することを好まない傾向にあることを意味している。



































4.3  大衆性と議論パターンの関係について	 
3 つの議論タイプの間で，それぞれ対立場面においてどのような議論パターンが生起したかを比較した
ところ，まず，大衆同士の議論では，他の議論に比べて，パターン 1 とパターン 2 が生起する傾向が高い
という結果となった。すなわち，この議論タイプでは，対立場面において，議論が進展せず，沈黙や他の








るパターン 1 やパターン 2 では，弁証法的議論にはなり得ないものと考えられる。同様に，葛藤的発話を
受けて，協調的発話がなされない形で議論が進行するパターン 6 においても，弁証法的議論が実現し難
いものと考えられる。この点において，大衆同士の議論は，その対立場面のほとんどがパターン 1 及び 2
であったことから，弁証法的議論にはなり得ていない可能性が考えられる。また，大衆－非大衆間の議論


















4.5  大衆性と弁証法的議論	 
以上，本研究の結果をまとめると，大衆性の高い個人は，そもそも真理への探究心が低く，かつ，自分
                                                        
*7 この点は，非大衆において，本研究結果が示唆する通り，批判的思考態度を持っていたとしても，大衆との議論では，
非大衆同士の議論に比べて，その意見を変化させる傾向が低かったことからも推察されるところである。 
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